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「京都市の人権施策に関する懇話会意見」に対する取組・考え方 

 

 

 

【人権教育・啓発】 

 

 

 

 

 

昨年度の意識調査によって，教育・啓発，保障，相談・救済の人権施策全体にわたっ

て，市民意識や行動などの現状が把握できたと考えています。ご指摘のとおり，意識調

査の結果につきましては，クロス集計をはじめ，多面的に分析したうえで，各種の施策

の企画・立案，実施等に当たって活用します。 

平成 18 年度においては，人権啓発イベントにおいて，新たな人権課題であるインター

ネットにおける人権侵害や個人情報保護などのテーマを取り入れるなどの工夫により，

特にこれまで啓発イベントへの参加率の低かった若年層に参加していただけるよう取り

組むほか，人権相談・救済についても，人権救済制度の周知に取り組むなど，意識調査

の結果を踏まえた取組を進めています。 

今後とも，昨年度の意識調査をはじめ，各種の調査を十分に活用しながら，より効果

的な手法を検討，実施します。 

（文化市民局） 

 

 

 

 

 

 

 

本市では，企業向け人権講座について，従来から従業員数にかかわりなく御参加いた

だけるようにしていますが，平成 18 年度には，勤務時間内の参加が難しい中小企業の参

加を促すため，試験的に一部講座を夜間に開催することを検討しています。 

さらに，一部の区役所と連携し，地域の経済団体の後援を得て企業向け人権講座を開

催しており，中小企業を含めた新たな参加企業の掘り起こしに取り組んでおります。 

今後とも，中小企業の方にも積極的に人権啓発に取り組んでいただけるよう検討を重

ねていきます。 

なお，本市では，企業向け人権問題情報誌「ベーシック」を年３回発行しています。

８万社を超えるすべての事業所に送付することは困難ですが，業界団体等を通じて，傘

下の事業所への周知をお願いするほか，ホームページに掲載し，最新号を見ていただけ

るようにしています。 

（産業観光局） 

１ 意識調査の結果について，啓発事業への参加経験の有無と他の回答とのクロス集

計などを行うことにより，啓発事業に一層参加を呼びかけるべき対象や，啓発事業

の効果などが浮かび上がってくる。より効果的に啓発を進めるため，調査の結果を

十分に活用すべきである。 

２ 企業内人権啓発推進員の設置を積極的に促していない企業・団体（30 人未満）で

は，研修の取組が進んでいないという課題が表れている。しかし，企業単位での研

修は難しい面もあると思われるため，30 人未満の企業・団体全体を対象にした研修

を検討してはどうか。また，地域とのつながりという視点で研修を企画することで，

啓発の取組を推進できる可能性もある。 

資料１ 
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人権情報誌「あい・ゆーKYOTO」は，人権に対するかたいイメージを取り除き，身近な

人権問題に気付き，学ぶ機会を提供する広報誌として，好評をいただいております。 

平成 18 年度からは，発行回数を年３回から４回に増やし，より多くの人権の話題が提

供できるよう，一層の充実に努めているところです。 

なお，経費的な面で全戸配布の対応は困難ですが，インターネット上でご覧いただけ

るような工夫をはじめ，配付先についても検討を行うなど，今後とも，より多くの市民

の皆さまに読んでいただけるよう努めます。 

（文化市民局） 

 

 

 

 

 

 

 

本市で実施している人権啓発イベント「ヒューマン・ステージ・イン・キョウト」で

は，より多くの市民の皆さまに参加いただけるよう，幅広い年齢層にアピールできる方

をゲストとして招くとともに，平成 18 年度は，これまで参加の少なかった 20～30 代の

方をターゲットに絞った実施会場の工夫を行います。 

「ヒューマン・ステージ・イン・キョウト」では，ゲストの方の演奏やトークを通し

て，生命の大切さや様々な困難を乗り越えて生きることの素晴らしさを伝えていただく

など，感性的な面からも人権の大切さに気付いていただけるよう努めております。 

また，人権に対する関心を高めていただくため，人権をテーマとした詩や写真などを

寄せていただく公募事業なども行っており，様々なものから人権を考え，感じていただ

けるような取組を行っております。 

（文化市民局） 

３ 人権情報誌「あい・ゆーKYOTO」については，やわらかいイメージで人権について

考えることができ，評価できるが，区役所や図書館等に行かなければ入手できない。

経費的な面で難しいかもしれないが，市民しんぶんと一緒に配布するなど，一度目

を通してもらうという工夫ができないか。 

４ 啓発イベントに，より多くの市民の参加を促すためには，ポスター，講師をはじ

め，様々な工夫により魅力を高める必要がある。また，講演会等では，正面から人

権を取り上げなくても，話を聞いているうちに自然と人権の大切さに気付くような

工夫も必要である。 
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本市では，市民の方々が様々な立場や年齢の人々と人権について話す機会として，ワ

ークショップ形式の参加・体験型人権学習会「和い輪い人権学習会」を開催しており，

人権学習会を修了した方々を人権啓発コーディネーターとして認定しております。 

人権啓発コーディネーターは，自主的な活動により，家庭や地域などにおける啓発活

動の核としてご活躍いただくとともに，市民の身近な相談相手としての役割を果たして

いただけることを期待しており，本市としても活躍できる場の提供に努めるとともに，

活用方策について検討を行います。 

また，企業を対象に開催している人権講座の参加者においても，高い人権意識を身に

付けていただき，職場ではもちろんのこと，家庭や地域において，人権啓発のキーパー

ソンとなって活躍していただきたいと考えています。 
（文化市民局，産業観光局） 

 

 

 

 

 

 

 

地域の実情に応じたきめ細かな啓発活動を推進するため，引き続き，各区・支所にお

ける区民ぐるみ組織等と連携を図り，区独自の様々な啓発事業を展開します。 

また，市民活動総合センターを中心に，引き続き，市民の皆様の自主的な活動を積極

的に支援します。  

（文化市民局） 

５ 人権についての理解や，自分が誤解・偏見を持っていないかなどは，口にしない

と気付きにくいため，家庭や職場，地域など身近な場で話す機会をどのように作っ

ていくのかがポイントとなる。また，一定の年齢以上になると一般的な啓発の効果

が現れにくくなるが，より年長の信頼する人からの意見には影響を受ける。すぐに

無理であるが，そのような核となる人を作っていくことが大切である。 

 
６ 参加・体験型啓発事業を修了した市民については，人権啓発コーディネーターと

して，今後，活躍が期待される。コーディネーターには，市民にとってより身近な

相談相手として，人権侵害を受けた際にどこに相談すればよいかなどについてアド

バイスする役割を担ってもらうなど，可能なものから柔軟に活用を始めると良い。 

７ 地域の実情に応じたきめ細かな啓発活動を推進するため，区役所・支所における

取組を充実するとともに，市民活動の発表の場づくりなど，市民の自主的な活動を

支援することが大切である。 
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【人権保障】 

 

 

 

 

今回の調査結果は，人権問題を抱える当事者の意見を直接反映しているものではあり

ませんが，例えば，当事者を対象にした施策・事業の進捗状況に対する，市民一般の感

覚はどのようであるのかや，当事者のニーズと市民一般のニーズの感覚に差異があるの

かなどの検討では，活用できるものと考えており，各分野別計画の推進，具体化を図る

うえでの参考資料して活用します。 

なお，当事者の意識・ニーズについては，各計画の策定・見直しなどの際に，適宜，

調査を行い把握に努めています。 

（文化市民局） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市においては，昨年７月に実施した「男女共同参画に関するアンケート」結果と，

同年 11 月に実施した「人権に関する市民意識調査」の結果を踏まえ，本市の取組課題と

今後の具体的な施策等について，検討を進めています。 

平成 17 年度からは，女性の積極的な登用や仕事と家庭生活の両立支援など男女共同参

画に率先して取り組む企業等を「きょうと男女共同参画推進宣言」事業者として登録し，

その取組を応援し，取組内容をＰＲすることにより，男女がともに安心して働き続けら

れる環境づくりの促進に努めています。 

また，女性に対する暴力の防止として，セクシュアル・ハラスメントやストーカー行

為等，女性の人権を侵害する行為の根絶に向けて啓発の強化を図るとともに，「性の商品

化」や性情報の氾濫への対策を推進します。 

特に，ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）対策には力を入れ，緊急一時保護施設

（民間シェルター）への助成やＤＶ被害者支援ボランティア講座の開設等により，被害

者の支援を行います。 

（文化市民局） 

８ この調査の結果は，市民一般としてのものであり，障害のある人や外国籍市民な

ど，人権上の問題に直面している当事者の意識を表しているものではないことを念

頭におく必要がある。 

９ 女性の人権について，「結婚・出産などにかかわらず仕事を続けられる環境の整

備」が最も必要な取組として挙げられており，また，「職場における昇給や昇進など

の待遇の違い」や「ストーカー，痴漢行為」を問題視する回答も多くなっている。

性別役割分業や女性の人権の軽視はいまだ根強く，社会環境の整備には多岐にわた

る取組が必要であるため，具体的に何を改善するのかを更に明確にしていく必要が

ある。 
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本市においては，平成 14 年 7 月のハートビル法の改正により，地方公共団体が条例に

より同法の制限を付加することができるようになったことを契機として，平成 16 年 3 月

に「京都市建築物等のバリアフリーの促進に関する条例」を制定し，福祉のまちづくり

を一層推進しているところです。 

このように，条例施行後については実績を積み重ねているところですが，現在のとこ

ろ，条例施行以前の既存建築物について，バリアフリー整備を促進する仕組みがないた

め，市民の感覚としては，まだまだバリアフリーが必要であるとの印象があるかもしれ

ません。既存建築物についても，バリアフリー整備を促進させる仕組みを検討する必要

があります。 

（保健福祉局） 

 

 

 

 

 

 

市内には多種多様な業種が存在することから，本市が主催する企業向け人権講座にお

いては，特定の業種を対象とした研修会は実施していませんが，障害のある人にもやさ

しいまちづくりを進めるためには，ホテルなどの業種はもちろん，他の様々な業種の方

にも，障害者に対する理解を深めてもらう必要があります。 

研修会でのグループ討議などの際には，同じ業種だけが集まっているよりも，多様な

業種が混じっている方が，新たな視点が開けることもあると考えていますが，今後とも，

どのような研修形態がより有効なのかは，引き続き検討を進めていきます。 

なお，ホテルや観光地等の観光に係る設備面については，「京都市建築物等のバリアフ

リーの促進に関する条例」等において，バリアフリー整備を促進させる仕組みを整えて

いるところであります。すべての方に気持ちよく京都を観光していただけるよう，関連

する事業者に対して，建築物のほか製品の製造や情報の伝達方法などを含め，すべての

人にとってできる限り利用しやすいデザインを目指す「みやこユニバーサルデザイン」

の考え方に関する周知，啓発も行っております。 

施設等のバリアフリー整備状況については，本市で発行しております「京都市ハンデ

ィマップ」において紹介を行うなど，障害のある方の社会参加を促進しています。 

（産業観光局，保健福祉局） 

 

 

 

10 障害のある人の人権について，ハートビル法の施行から時間がたち，実績も積み

重ねてきていると思うが，市民一般の感覚としてはバリアフリーが必要であるとの

結果がでており，バリアフリーの実施状況との関係を検証する必要がある。 

11 京都市は観光都市という面を持っていることからも，障害のある人にもやさしい

まちづくりを進める必要がある。障害のある人が排除されないよう，ホテルをはじ

め特定業種に対する啓発研修会などを検討してもよい。 
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認知症の方をはじめ，消費生活上必要な知識や判断能力が十分でない高齢者の消費者

被害の予防や拡大防止を図るため，悪質商法の手口や対処法，クーリングオフ制度，相

談先一覧などを掲載したハンドブックを作成し，高齢者等の見守り活動の参考となるよ

う，高齢者福祉関係者等へ配布するなど予防措置を講じています。 

認知症高齢者の成年後見制度の利用については，制度の周知を図るためのパンフレッ

トを作成・配布するとともに，各福祉事務所，市内 60 箇所の地域包括支援センター及び

京都市長寿すこやかセンターにおいて，制度の説明及び利用相談に関する業務を進めて

おります。とりわけ京都市長寿すこやかセンターでは，制度周知のための講演会や後見

業務に係る講座（入門・専門）を開催するなど，制度の利用促進を図っているところで

す。また，平成 17 年度からは，新たに障害者の成年後見制度利用に関する説明会・相談

会を開催するなど，制度の周知や啓発に努めています。 

また，身寄りのない認知症高齢者については，親族等に代わって市長が後見開始の申

立てを行っておりますが，平成 17 年度からその要件を緩和し，また生活保護受給者に対

しては予算の範囲内で費用を負担するなど，より利用しやすい制度となるよう取組を進

めております。 

今後は，これまでの取組を継続するとともに，現在不足している後見人等の養成につ

いても検討を進めます。 

（文化市民局，保健福祉局） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同和問題については，これまでの取組により，若年層を中心に正しい理解の普及・浸

透しつつあることがうかがる結果となりましたが，理解にはまだ不十分な点も見受けら

れたことから，引き続き，調査結果等を踏まえ，効果的な啓発手法について検討を進め

ます。 
（文化市民局） 

 

12 知的障害者や認知症の高齢者に対する詐欺が増えており，重大な人権問題である。

周辺の人がサポートするなど，そのような事件が起こらないような予防措置を講じ

る必要がある。成年後見人制度や地域福祉権利擁護事業もあるが，周知を図るとと

もに，より利用しやすい制度とするための検討も行っていく必要がある。 

13 同和問題について，一般的には，年齢が高いほど誤解や偏見を持っている傾向に

あるが，結婚について相談を受けた場合，年齢層に関係なく慎重な立場を取る人が，

多数派ではないが一定程度見られるというのが課題という印象である。 

また，同和問題に係る結婚の問題は，事案の深刻さにも目を向ける必要があり，

件数など数字だけでは判断できない部分がある。 
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【人権相談・救済】 

 

 

 

 

 

 

今回の意識調査の結果において，相談機関，制度の周知の必要性が数字として表れて

いることを踏まえ，法務省・人権擁護委員による人権相談を市民に広く周知し，市民が

人権侵害等について身近に相談できる機会を幅広く提供するため，これまでは年に２回，

人権擁護委員による特設相談に協力してきたものを，８月から毎月１回実施し，相談の

取組を充実します。 

今後も関係機関との連携を図り，人権上の問題について，適切な相談窓口・機関の周

知を徹底するとともに，相談を的確につなぐことにより，市民により身近なものにして

いきたいと考えています。 

（文化市民局） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市においては，各人権課題を担当する部局や市民生活センター，区役所等において，

無料法律相談をはじめ，各種の相談業務を行っている中，８月からは，京都地方法務局

や人権擁護委員等との連携を深め，有効な人権救済となり得る人権相談の充実に取り組

みます。 

また，法による紛争の解決に必要な情報やサービスの提供が受けられる日本司法支援

センターが，平成 18 年 10 月に業務を開始されることから，今後，法的解決が一層促進

されると考えております。 

このような連携協力の取組を通じて，人権侵害の実態の把握に努めるとともに，関係

機関と情報共有を図る中で，今後必要な取組について，検討を進めます。 

（文化市民局） 

 

 

14 人権が侵害されたと仮定した場合，人権擁護委員や市役所などの公的機関に相談

すると回答した人は多いが，実際に人権が侵害された際の対応では，具体的な行動

に移されていないという結果が出ている。公的機関への相談が少ないことについて

の検証を踏まえ，スムーズな解決につながるよう，適切な相談窓口・機関の周知に

取り組む必要がある。 

15 無料法律相談などを強化すれば，個人で解決しようとするケースも減ってくるの

ではないか。人権侵害が起こった場合，人によって望む救済が異なるため，個人的

な解決に任せざるをえない面があるが，それでは解決感に乏しい。適切な機関にお

いて救済が受けられるよう，関係機関の連携を強化するなど，人権相談・救済の取

組を充実していく必要がある。 


